
 ■会報「新世紀」第５号■       ２００１年１０月１０日（水）発行 
高校教育インス.は平和な教育社会実現に貢献します 

高校教育インス.新世紀 第５号 
会報は隔月年６回発行、インス.メールは、HP にもアップされています。E-mail 発信は月 2 回 

会報５号は、インス．メールの 9 月 20 日号と10 月 1 日号のネット通信分もまとめて集録しています。したがって、今月分のインス.メール 

１５号（郵送用）は発行されません。 

ＮＧＯ任意の教育団体 

日本高校教育インスティテユート 
Japanese Institute for High School Education 

５６７－００３１ 大阪府茨木市春日５－２－２５ 

電話―0726‐24‐1821 FAX-0726‐24-1549 

ホームページ：http://www2.to/ins/        E-mail:kokoins＠pa3.so-net.ne.jp 

（郵便振替） 00990-1-57515「日本高校教育インスティテュート」 

 

目  次 
 

■ 教育社会トピックス（9 月の 27 題）―２ 
■ 国連と日本憲法の原則で平和の回復を‐テロ支援法案国会へ・米報復攻撃開始―１０ 
■ 授業実践報告「爆破テロ事件を題材に」―１４ 
■ 教育論壇：高校教科書、指導要領を超す内容を容認―２３ 

        ―文部科学省、学力低下に対応方針を転換  

■ 戦後最も挑戦的な学校現場への攻撃の予兆＝主幹制度化―２６ 

―公立学校に教員指導の主幹を、東京都０３年度より創設方針             

■ 卒業式、マイクを奪った教諭を不起訴にー大阪豊中市―２７ 

―組合側、教育長を「公職称号詐称」容疑で刑事告発へ                

■ 高速道路転落死女子中学生事件、中学校教諭を逮捕―兵庫県―２８        

―事件契機に休職教師の処分強化、免職の対象へ                           

■ 教育や環境で雇用拡充-政府原案-規制改革１年間前倒し実施―２９ 

―教職を安上がりな受け皿に                              

■ 「大阪訴訟」１１月１日提訴へ-「靖国参拝違憲アジア訴訟団」―３１ 

―全国６地区で準備、原告を大募集                           

■ 世界の教育：北米・南米大国の教育改革の基本と展開―３２ 

―米国・ブラジル・カナダ 

■ 文部科学省０２年度予算要求・私立大学高度化に特別補助を拡充―４２ 

―世界最高水準の大学づくり推進 



 ■会報「新世紀」第６号■       ２００２年０２月２８日（木）発行 
高校教育インス.は平和な教育社会実現に貢献します 

高校教育インス.新世紀 第６号 
会報は季刊、年４回発行。インス.メールは、HP にもアップされています。E-mail 発信は月 2 回 

会報６号は、インス．メールの２月 20 日号と３月 1 日号のネット通信分もまとめて集録しています。したがって、今月分のインス.メール 

１８号（郵送用）は発行されません。HP をご覧下さい。 

ＮＧＯ任意の教育団体 

日本高校教育インスティテュート 
Japanese Institute for High School Education 

５６７－００３１ 大阪府茨木市春日５－２－２５ 

電話―0726‐24‐1821 FAX-0726‐24-1549 

ホームページ：http://www2.to/ins/        E-mail:kokoins＠pa3.so-net.ne.jp 

（郵便振替） 00990-1-57515「日本高校教育インスティテュート」 

 

目  次 
 

■ 教育の焦点―東京地裁に「君が代」処分の取消求め提訴―憲法判断を問う裁判にー１ 

 

■ 教育社会トピックスー 総合―２/ 高校教育－６/ 大学・大学院教育―９      

            教育裁判・教育事件・教育処分―１４ 

 

■ 研究発表―「ノルウェーの１０年制基礎学校教育の原則と方針 

             ～我が国の教育課程方針との比較観点から」 ー１９ 

 

■ 世界の教育―「英国におけるナショナルカリキュラムの現状と課題 

～我が国の高校教育課程編成論議に反映されるべき教訓」―２１ 

 

■ 現代の高校教育―「大阪府立高槻南高校『廃校問題』事例研究」－２６ 

大阪府教委「異議申し立て却下決定」に対する保護者３５名の見解―２６/ 保護者「抗議

声明」－２８/ 「高南応援団への入会の呼びかけ」－２７ 

 

■ 書籍紹介―「情勢の全体像を的確には把握するために」ー２８ 

■ 環境教育―「高等学校環境教育の構造と地平」―３０ 

 

 



 ■会報「新世紀」第７号■       ２００２年０８月２０日（火）発行 
高校教育インス.は平和な教育社会実現に貢献します 

高校教育インス.新世紀 夏季号 
会報は季刊、年４回発行。インス.メールは、HP にもアップされています。E-mail 発信は月 2 回 

ＮＧＯ任意の教育団体 

日本高校教育インスティテュート 
Japanese Institute for High School Education 

５６７－００３１ 大阪府茨木市春日５－２－２５ 

電話―0726‐24‐1821 FAX-0726‐24-1549 

ホームページ：http://kokoins.hoops.ne.jp/        E-mail:kokoins＠pa3.so-net.ne.jp 

ホームページ:http://w-w-w.to/ins/               E-mail:kokoins@maia.eo-net.ne.jp 

（郵便振替） 00990-1-57515「日本高校教育インスティテュート」 

 

目  次 

 
■ 教育論壇―平和の教育を脅かす懸念＝｢勤評｣以上に勤評的な｢教職員評価システム｣ 

―大阪府教育委員会の試みが示す問題  ー１ 

■ 平和の原点―信仰の証人―信仰の自由を奪う神社参拝を拒否し戦った韓国人長老―４ 

■ 教育社会トピックスー    総合―6/ 高校教育－13/ 大学・大学院教育―16 

       教育裁判・教育事件・教育処分―20 

■ 世界の教育―｢米国のチャーター・スクールは今―その現実と可能性を探るー｣―25 

■ 市民社会論―｢日本型＜大衆社会的統合＞の収縮｣とは何か」－31 

■ 現代社会論―「議員と権力と民主主義」－34 

■ 教育実践発表―｢助成金署名の中で生徒達が見つけたものは 

―生徒に何を考えさせ、生徒の何を変えたのか｣―37 

 

 

 

 

 

研究論文発表―｢教育の自由と国民主権（上）｣       48 

ー兼子仁氏所説「現行教育法の基本原理」批判― 北川邦一教授 

 



 ■会報「新世紀」夏季号（第７号）■        ２００２年０８月２０日（火）発行 

高校教育インス.は平和な教育社会実現に貢献します 

高校教育インス.新世紀-別冊版  
会報は季刊、年４回発行。インス.メールは、HP にもアップされています。E-mail 発信は月 2 回 

 

 

 

大手前女子短期大学・大手前文化学院研究集録第 4号（昭和 55年 11 月 4日発行） 

教 育 の 自 由 と 国 民 主 権 (上) 
－兼子仁氏所説「現行教育法の基本原理」批判一 

Educational Freedom and Popular Sovereignty(Ⅰ) 

 大手前大学教授  北  川  邦  一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＧＯ任意の教育団体 

日本高校教育インスティテュート 
Japanese Institute for High School Education 

５６７－００３１ 大阪府茨木市春日５－２－２５ 

電話―0726‐24‐1821 FAX-0726‐24-1549 

ホームページ：http://kokoins.hoops.ne.jp/       E-mail:kokoins＠pa3.so-net.ne.jp 

ホームページ:http://w-w-w.to/ins/               E-mail:kokoins@maia.eo-net.ne.jp 

（郵便振替） 00990-1-57515「日本高校教育インスティテュート」 



■会報「新世紀」秋季号（第８号）■               ２００２年１１月２０日（水）発行 
高校教育インス.は平和な教育社会実現に貢献します 

高校教育インス.新世紀  
会報は季刊、年４回発行。インス.メールは、HP にもアップされています。E-mail 発信は月 2 回 

ＮＧＯ任意の教育団体 

日本高校教育インスティテュート 
Japanese Institute for High School Education 

５６７－００３１ 大阪府茨木市春日５－２－２５ 

電話― 072‐624‐1821 FAX- 072‐624‐1549 

ホームページ：http://ins.jp.org/        E-mail:kokoins＠pa3.so-net.ne.jp 

（郵便振替） 00990-1-57515「日本高校教育インスティテュート」 

 

目  次 
 

 
■ 教育論壇― 「教育は国民のもの」から｢国家と経済発展への従属｣へ－２ 

■中教審１１月１４日「中間まとめ」提出■ 
■ 教育社会トピックスー    総合―４/ 高校教育－12/ 大学・大学院教育―15 

                    教育裁判・教育事件・教育処分―17 

■ 平和の原点―学びのかたち 

「平和ゼミの活動から１０年―いま平和のために何ができるか」―23 

■ 教員の資質評価問題―大阪府における「指導力不足」教員問題－ 

■「教員の資質に関する諮問委員会」の機能とその限界■－25 

■ 教職員評価システム―大阪府教職員の評価育成システム･試験的実施― 

■その問題点と対応のための検討ノート■ー31 

■ ドイツの環境システム―世界先進の環境概念都市―ドイツ・フライブルク市－33 

■ 高校生人権救済申立て―｢廃校は生徒の権利を侵害｣と人権救済の申立て― 

   ■大阪府立高槻南高校の生徒 526 名、在校生の約 60％が参加■－36 

■ 高校改革アドボカシ――高槻南高校廃校問題と府教委文書等の情報公開請求 

■無際限な行政裁量と侵害される市民の権利■－3７ 

 

 

 

 

 



■会報「新世紀」冬季号（第９号）■                ２００３年２月２０日（木）発行 
高校教育インス.は平和な教育社会実現に貢献します 

高校教育インス.新世紀  
会報は季刊、年４回発行。インス.メールは、HP にもアップされています。E-mail 発信は月 2 回 

ＮＧＯ任意の教育団体 

日本高校教育インスティテュート 
Japanese Institute for High School Education 

５６７－００３１ 大阪府茨木市春日５－２－２５ 

 

ホームページ：http://ins.jp.org/        E-mail:kokoins＠pa3.so-net.ne.jp 

（郵便振替） 00990-1-57515「日本高校教育インスティテュート」 

目  次 
 

■ 教育論壇 「イラク問題・有事立法・教育基本法改悪― 
平和への脅威の連鎖のなかで諸国民の平和への叫びと連帯を」―２ 

■ たみくさの声々 「あるイラク戦争反対集会での違和感と平和への想い」―６  
■ 教育社会トピックス   総合―７ /  高校教育－12 / 大学・大学院教育―16 

教育裁判・教育権・教師の権利―21 /  教育事件・教育処分―26 

■ 経済レヴュー  インフレ目標策をめぐる経済３論―日本経済の混迷―30 

■ 世界の教育 「米国『公立学校信仰』は揺るがずー高い地元校への信頼」 

     米国調査メディア発表―3２ 

■ 難民問題  「注目される難民問題―UNHCR の歴史と役割、そして課題」―3５ 

■ 教職員評価システム問題 

   「＜研究ノート＞教職員評価システムと能力主義 

            ―教職員の諸権利と『教育の自由・自主性』」―39 

■ 高校統廃合問題・インス.アドボカシー 
「大阪府教育委員会『弁明書』に対する『反論書』 

―高槻南高校『統廃合(廃校)』決定は大きな誤りです」―46 

 

＜研究論文＞ 「現代女子高校生のアイデンティティ形成」 

上間陽子(東京都立大学博士課程)―66 

 

 

 



■会報「新世紀」春季号（第 10 号）■             ２００３年 5 月 26 日（月）発行 
高校教育インス.は平和な教育社会実現に貢献します 

高校教育インス.新世紀  
会報は季刊、年４回発行。インス.メールは、HP にもアップされています。E-mail 発信は月 2 回 

ＮＧＯ任意の教育団体 

日本高校教育インスティテュート 
Japanese Institute for High School Education 

５６７－００３１ 大阪府茨木市春日５－２－２５ 

 

ホームページ：http://ins.jp.org/        E-mail:kokoins＠pa3.so-net.ne.jp 

（郵便振替） 00990-1-57515「日本高校教育インスティテュート」 

目  次 
 

■ 教育論壇  「有事法制確立と教育基本法改正への警鐘―国家主義の迫る中で」―１ 
■ たみくさの声々  「私たちは、悲しく、泣き寝入りするだけなのですか？」 
           「廃校決定と平和を願う子どもたち―その学校現場から」―３ 
■ 教育社会トピックス     総合―４ /  高校教育－1５ / 大学・大学院教育―２０ 

教育裁判・教育権・教師の権利―2４/  教育事件・教育処分―２７ 

   ―公立高校では全国初の『廃校取消』訴訟―高槻南高校生徒 61 名が提訴― 

■ 学力問題  「学力問題を考える―何が問題であり、何をなすべきか」 

                ―日本教育学界公開シンポ報告―３２ 

■ 研究ノート   「『永続革命』から『市民社会』の民主主義多数派へ」 

           ―後藤道夫氏の『大衆社会統合』を手がかりにー３４ 

■ 高校統廃合問題・インス.アドボカシー資料編―４０ 
資料１―「大阪府立高槻南高等学校『廃校処分取消』等を求める大阪地裁提訴にあたり訴えま

す」(03 年３月２８日)         －高南｢教育権｣訴訟原告・弁護団等による声明 

資料 2―「大阪府情報公開審査会における口頭意見陳述」（０3 年 5 月 12 日）－高南応援団 

 

＜学校づくり・教育改革＞        北川 邦一（大手前大学教授） 

「子ども参加・父母参加の学校づくり」－教育課程の改善・教育改革の展望―２９ 

 

 

 



■会報「新世紀」夏季号（第 11 号）■             ２００３年 8 月 26 日（火）発行 
高校教育インス.は平和な教育社会実現に貢献します 

高校教育インス.新世紀  
会報は季刊、年４回発行。インス.メールは、HP にもアップされています。E-mail 発信は月 2 回 

ＮＧＯ任意の教育団体 

日本高校教育インスティテュート 
Japanese Institute for High School Education 

５６７－００３１ 大阪府茨木市春日５－２－２５ 

ホームページ：http://ins.jp.org/        E-mail:kokoins＠pa3.so-net.ne.jp 

（郵便振替） 00990-1-57515「日本高校教育インスティテュート」 

―目  次― 
■ 教育論壇  「教育の視座から平和への根源的な問いを」           ―１ 
 
■ 教育行政の人事管理批判  「大阪府立高校・数学教員の分限免職処分をめぐって」―7 
 
■ 教育改革―民間人校長問題  「直視すべき教育行政の退廃 

―尾道市民間人小学校校長自殺問題」   ―10 

 

■ 教育社会トピックス     総合―12 /  高校教育－18 / 大学・大学院教育 ―23 

教育裁判・教育権・教師の権利―27/  教育事件・教育処分 ―31 

 

■ 教育実践報告  ｢文化祭で生徒たちが考えたこと｣-学ぶ文化祭と成長する生徒 

  ―35 

  

 

■ 高南教育権訴訟 「制服で埋め尽くされた大阪地裁大法廷－高校生の意見陳述」―71 

 

(研究報告) 教育基本法「改正」と教育改革の基本原則        －57 

―教育の国民主権主義と子ども・父母参加・教職員参加― 北川邦一教授 

 

 

 

 

 

 



 

■会報「新世紀」秋季号（第 12号）■             ２００３年 11 月 23 日（日）発行 
高校教育インス.は平和な教育社会実現に貢献します 

高校教育インス.新世紀  
会報は季刊、年４回発行。インス.メールは、HP にもアップされています。E-mail 発信は月 2 回 

ＮＧＯ任意の教育団体 

日本高校教育インスティテュート 
Japanese Institute for High School Education 

５６７－００３１ 大阪府茨木市春日５－２－２５ 

ホームページ：http://ins.jp.org/        E-mail:kokoins＠pa3.so-net.ne.jp 

（郵便振替） 00990-1-57515「日本高校教育インスティテュート」 

―目  次― 
■ 教育論壇 「理性による審議と課題理解―俗論・暴論克服へ」     ―１ 
       「学習指導要領・五日制見直しで、学力の再生ができるのか」 ―２ 
■ 教育社会トピックス     総合―４ /  高校教育－10 / 大学・大学院教育 ―16 

教育裁判・教育権・教師の権利―19/  教育事件・教育処分 ―23 

教育権裁判 

   「大阪府立高槻南高校―教育権訴訟アドボカシ-」 ―47 

 

■中等教育研究■  

米国教育社会における諸価値と中等教育原理   ―26 

―社会統合の価値としてー 

(研究論文) 教育実践学の再構築としての臨床教育学 －33 

―「特別ニーズ教育」の観点からー    

滋賀大学教育学部 窪島 務  

 

 

 



 

■会報「新世紀」冬季号（第 1３号）■             ２００４年２月 2６日（木）発行 
高校教育インス.は平和な教育社会実現に貢献します 

高校教育インス.新世紀  
会報は季刊、年４回発行。インス.メールは、HP にもアップされています。E-mail 発信は月 2 回 

ＮＧＯ任意の教育団体 

日本高校教育インスティテュート 
Japanese Institute for High School Education 

５６７－００３１ 大阪府茨木市春日５－２－２５ 

ホームページ：http://ins.jp.org/        E-mail:kokoins＠pa3.so-net.ne.jp 

（郵便振替） 00990-1-57515「日本高校教育インスティテュート」 

―目  次― 
■ 教育論壇 「浮き彫りになった学力の問題と学習指導要領の再改訂」     ―１ 
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